

















































(5) 被告人 B・C・D につき，神戸地判平成23年3月10日 LEX/DB 文献番号
25443592。被告人 Aにつき，神戸地判平成23年10月12日公刊物未搭載。


















































































(7) 被告人 A に関する本決定の評釈等として，古川伸彦「判批」判例セレクト
2014〔Ⅰ〕〔法教413号別冊付録〕（2015年）28頁，同「判批」刑ジャ43号（2015年）
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する場合の注意義務の導出方法を示した点に意義がある。その方法は，管
理責任を負うべき組織および部署を特定した後，かかる部署内の責任者の
注意義務を割り出すという手法である。これは，後述のように近時の他の
裁判例にも見られ，組織体の中の自然人の注意義務を導出する際に特徴的
な手法といえる。学説では，「法人・組織が負担する注意義務の自然人へ
の分配」の法理(8)，「段階的思考｣(9)，あるいは「組織関係的観察方法｣(10)
などとも呼称されている。本決定に至る過程において，過失犯における予
見可能性の有無も争点となっていたが，これについては，第1次上告審決
定の段階で検討したので(11)，本稿では，上記手法について検討を加える
こととする。まずは，本決定の判断プロセスを分析する（後記Ⅱ）。次い
で，本決定と類似する近時の判例を比較検討し，若干の課題等について指
摘する（後記Ⅲ）。
Ⅱ 段階的思考・組織関係的観察方法の判断プロセス
1 段階的思考での考慮要素
【事実の概要】にも記したように，明石市の市海岸・治水課の担当参事
Cと同課長 Dも過失責任の有無を争っていたが，本決定では，国土交通
省に所属する被告人 Aと Bに関する過失判断のみが示されている。大蔵
海岸を含む東播海岸一帯は，海岸法上の「直轄工事｣(12)が行われ，本件砂
133頁，甲斐克則「判批」ジュリ1479号［平成26年度重判解］157頁がある。
(8) 樋口亮介「刑事判例にみる注意義務の負担主体としての法人」北大法学論集60
巻4号（2009年）73頁以下。
(9) 樋口亮介「注意義務の内容確定基準─比例原則に基づく義務内容の確定─」刑
ジャ39号（2014年）48頁（55頁）。
(10) 稲垣悠一『欠陥製品に関する刑事過失責任と不作為犯論』（専修大学出版局，
2014年）77頁以下，264頁。
(11) 稲垣・前掲注(4)参照。
(12) 海岸は自然公物であり，国の公物であるので，本来的には国が公物管理すべき
ものであるが，海岸法上，海岸保全区域に指定された区域の管理は，当該海岸保全
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浜や本件かぎ形突堤などの「所有権」は，公物としてともに国に帰属して
いる。しかし，人工砂浜周辺の「管理権」の所在は，国と明石市のいずれ
にあったのか必ずしも明確ではなく，第1次第1審の段階から争われてい
た。国と明石市に重畳的に管理責任があったことは，無罪判決が言い渡さ
れた第1次第1審の段階でも認められていたが，被告人 Aおよび被告人
Bらの上告趣意において，改めて，国に本件人工砂浜の管理責任がない旨
の主張がされている。そこで，最高裁は，これに応える形で，国の管理責
任について言及している（決定要旨①）。この判断の前提として，（ⅰ）
「本件砂浜，本件かぎ形突堤等の所有・管理関係」，（ⅱ）「被告人の地位・
職責」，（ⅲ）「本件事故に至る経緯」が示されている。その上で，国の管
理責任，被告人らの注意義務が導かれているので，以下（ⅰ)～(ⅲ）の認
定事項を分析することとする。
2 国および担当部署の管理責任の所在
（1）まず，（ⅰ）の箇所では，昭和32年の海岸法3条1項による「海岸
保全区域」の指定，昭和36年の同6条1項に基づく直轄工事の施工から本
件事故直前までの間における，本件砂浜，本件かぎ形突堤等の所有・管理
区域を統括する都道府県知事が海岸管理者として行うこととされている（海岸法3
条1項，5条1項）。そのため，海岸法上，当該海岸保全区域における海岸保全施
設に関する工事は，原則として海岸管理者が施行すべきものとされていたが，同法
6条1項所定の事由に該当する場合，海岸管理者が工事を施行するのは困難又は不
適当な場合もあることから，当該海岸保全施設が国土の保全上特に重要なものであ
ると認められるときは，主務大臣が海岸管理者に代わって自らその工事を施行する
ことができるとされている（同条同項）。これを主務大臣の直轄工事と呼ぶ。主務
大臣には，代行権限があり（同条2項，同法施行令1条の5），それは地方支分部
局の長に委任することができる（同法40条の2，同法施行令14条）。
本件では，同3条1項，5条1項による海岸管理者は兵庫県知事であり，大蔵海
岸一帯の直轄工事に関し，主務大臣たる建設大臣（平成13年1月の中央省庁組織
再編後は国土交通大臣）が持つ代行権限は，建設省近畿地方建設局（前記中央省庁
組織再編後の国土交通省近畿地方整備局）の長に委任されていた。
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関係が，主として，海岸法，同施行令に基づいて記されている。それによ
ると，概略次のようである。なお，［1］から［6］の番号は，筆者が整
理のために付したものである。
［1］明石市は，大蔵海岸の海浜公園建設計画立案，兵庫県知事から公
有水面埋立免許を得て，平成9年8月，本件砂浜や本件かぎ形突堤を含む
大蔵海岸の砂浜，突堤および護岸等の造成・築造を完成し，国に所有させ
るに至る，［2］明石市は，当時の近畿地方建設局長との間で海岸法所定
の協議を経て，平成10年2月13日，同局長から，前記砂浜ならびに海岸保
全施設である突堤および護岸等を含む地域につき，占用目的を公園，占用
期間を平成15年2月12日までとして，占用の許可を得，平成10年3月，公
園として一般に開放，［3］国は，直轄工事が完了した場合には，当該海
岸保全施設を海岸管理者に速やかに引き渡すこととされているが，大蔵海
岸の直轄工事については，本件当時も施行中として取り扱われていたため，
本件事故当時まで本件砂浜と本件かぎ形突堤を含む当該直轄工事区域全体
を海岸管理者である兵庫県知事に引渡したことはなかった，［4］近畿地
方整備局内に置かれた姫路工事事務所が，同区域内の海岸保全施設の維持
管理を行っていた，［5］そのため，姫路工事事務所と明石市は，平成11
年3月24日，維持管理に関する必要な事項について，「大蔵海岸海浜公園
の維持管理に関する覚書」を締結，［6］明石市は，同市が全額出資して
いる財団法人明石緑化公園協会に市内の公園の維持管理業務等を委託して
いたところ，大蔵海岸についても日常管理業務を委託し，公園協会は，警
備員等を配置するなどして大蔵海岸の砂浜や施設等の巡視，点検等を行い，
警備員等から異常があるとの報告を受けた場合には，適宜，その内容を明
石市土木部海岸・治水課に連絡していた，というものである。
（2）以上の経緯から，決定要旨①にあるように，本件陥没事故のあっ
た本件砂浜の管理責任が国にもあったと判断されている。そこでは，「本
件砂浜が海岸管理者に引き渡されたことは一度もないこと」（上記［3］
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に相当），「国は本件砂浜を含めて大蔵海岸についての占用許可を明石市に
対して与えており，本件砂浜も国の一般的管理下にあることを前提とした
行動をとっていると理解できること」（上記［2］に相当），「前記直轄工
事区域内の海岸保全施設の維持管理を国がしていたこと」（前記［4］に
相当）が指摘されている。
しかし，上記［6］の事実からすると，実際に「本件砂浜」の日常管理
をしていたのは，被告人 Aおよび Bが所属していた国土交通省の姫路工
事事務所ではなく，Cおよび Dが所属していた明石市の土木部海岸・治
水課であったともいえ，姫路工事事務所の「本件砂浜」に対する管理権の
有無については，慎重な判断が必要であろう。
たしかに，本件砂浜を含む海岸一帯は，海岸保全地域であるとともに国
土交通大臣の直轄工事区域にあり，兵庫県知事にいまだ引き渡されていな
かったことからすれば，国にはなお占有者としての地位があったとは言い
得る。また，国の明石市に対する「占用許可（あるいは占用同意）」に基
づく砂浜の排他的・独占的な使用は，あくまで国以外の第三者に対するも
のであり，国の管理権を否定するものでもなかった(13)。しかし，「本件砂
(13) 被告人 Aの第2次控訴審判決は，「国の明石市に対する占用同意が本件砂浜の
排他的・独占的な使用を認めるものであるとしても，その排他性ないし独占性は，
本件砂浜の所有者であり，かつ，海岸管理者の権限代行者として明石市の占用に同
意した国を除く第三者に対するものであることは，海岸保全区域の占用に関する海
岸法の諸規定，国の明石市に対する占用同意の条件，姫路工事事務所と明石市との
間で取り交わされていた『y公園の維持管理に関する覚書』などに照らして明らか
であるから，明石市による占用が排他的・独占的なものであることを理由として，
国の管理が本件砂浜に及んでいなかったなどとはいえない。そして，本件砂浜が公
園として一般に開放されていたことに照らすと，本件砂浜に市民の生命や身体の安
全に関わるような危険がないか注意を払うことは，海岸法の目的を持ち出すまでも
なく，本件砂浜を所有，管理する国として当然の責務であり，公物管理や占有の点
からも，本件砂浜に対する国の安全管理責任が肯定されるべきである。」としてい
る（同判決「理由」の第1項［1］）。
なお，同判決では，判決には影響しないが，第2次第1審が，明石市に対して国
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浜」に対する具体的な管理権があったとするには，事情としては弱い。と
いうのは，「本件砂浜」に対して，主務大臣の代行権限が及ぶかどうかと
いう海岸法上の問題があったからである。つまり，本件砂浜を囲むかぎ形
突堤や護岸等は，主務大臣の代行権限の対象となる「海岸保全施設」に該
当するのに対して，本件砂浜を含む砂浜全域は，「海岸保全区域」である
ものの，海岸管理者が設けたものではなく，かつ指定したものでもないた
め，海岸法2条1項（平成26年法律第61号改正前のもの）所定の要件を充
足せず，上記「海岸保全施設」に該当しないとされている。このことを前
提とすると，国としては，代行権限の対象となる「海岸保全施設」である
突堤や護岸は管理するが，それに属しない「本件砂浜」の管理責任は負わ
ないという論理があり得ないわけではない(14)。実際，決定要旨②の箇所
でも指摘があるように，明石市と姫路工事事務所との間で締結した覚書で
も，「砂浜」部分の国の管理関係についてはあいまいであり，国の具体的
な関与を喚起するだけの事情がなければ，たとえ「国の管理責任がある」
といっても，それは民事責任レベルでは意味があっても，刑事責任レベル
では，極めて観念的なものと言わざるを得ない(15)。
が「占有許可」をしたというのは，海岸法10条2項の規定等に照らして正確ではな
いとして，正確には，「明石市による本件砂浜等の占用は国との協議及びその同意
に基づくものである」としている。
(14) より詳しくは，「本件砂浜は，主務大臣の直轄工事区域内にあるが，海岸保全
施設には当たらない上，同区域内において主務大臣が代行する海岸管理者の権限
（海岸法施行令1条の5）に海
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大臣の上記代行権限からは本件砂浜に対する国の安全管理責任を説明できないし，
明石市が本件砂浜を含むβ海岸一帯を国の同意に基づいて占用し，これを排他的・
独占的に使用していたことにより，国が本件砂浜を直接占有していなかったことに
照らすと，公物管理や占有を国の安全管理責任の根拠とすることもできない」とい
うものである（被告人 Aの第2次控訴審判決の「理由」の第1項の所論［1］。な
お，傍点筆者）。
(15) 姫路工事事務所と明石市との間で締結されていた「覚書」3条2項には，「海
岸保全施設に関する工事を施工するとき，甲（姫路工事事務所）は公園の利用者に
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そこで重要となるのは，「海岸保全施設」を構成する防砂板の破損によ
り，「海岸保全区域」である「本件砂浜」に影響が及んでいる事情が存在
し，そのことが国側に伝わっていることである。砂浜を取り囲む防砂板の
破損が元で，その内側にある砂浜に影響が及んでいるのであれば，「防砂
板の管理はともかく，砂浜のことは関知しない」という前記論理を不当な
ものとして排斥することができる。被告人 Aの第2次控訴審判決でも，
かぎ形突堤を構成する防砂板の補修と砂浜の陥没対策とを一体のものと解
し，「砂浜の陥没対策」は，国が行う海岸法上の代行権限の中に含まれる
としている(16)。最高裁が，本件砂浜は「国の一般的管理下にある」，砂浜
を管理する「基本的責任がある」と判示している点は，明石市（およびそ
の委託業者）という日常管理主体がいる中でも，砂浜全域に国の一般的な
管理権があるとする趣旨なら疑問であるが，上記第2次控訴審の趣旨を踏
まえているのであれば，なお是認し得る(17)。
危険を生じさせないよう必要な措置を講ずるものとし，工事が完了したときは速や
かに乙（明石市）に報告し原状回復を行うものとする。」との規定があるが，被告
人 Bらの第2次第1審判決は，この規定等を挙げつつも，それだけで，国の砂浜
に対する管理責任を認めているのではなく，「国
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本件砂浜の安全管理は，国側の責任において行うことになると認められる。」と指
摘している（同判決の第4・1(1）〔5〕。傍点筆者）。
(16) より詳しくは，「本件砂浜における陥没の発生は，海岸保全施設である本件か
ぎ形突堤に取り付けられた防砂板の破損による砂の吸い出しが原因と考えられ，そ
の補修のためには同突堤の内側にこれと接着して設けられた本件砂浜の掘削等が不
可避であることや，砂の吸い出しをもって国土の浸食ないしその危険を示すものと
みる余地もあることに鑑みると，陥
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として，主務大臣が海岸管理者に代わって行う権限に含まれると解するのが相当で
ある。」としている（被告人 Aの第2次控訴審判決の「理由」の第1項の〔1〕。
傍点筆者）。前掲注(14)の抜粋部分は，上記の記述を踏まえたものである。
(17) 甲斐・前掲注(7)158頁は，「『本件砂浜も国の一般的な管理下にある』という
ことから，刑事過失を基礎づけることができるのか。」と疑問を提起している。こ
れに対して，古川・前掲注(7)刑ジャ43号136～137頁は，国が砂浜の陥没対策に着
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そして，東播海岸一帯の管理の代行権限を委任された近畿地方整備局内
に置かれた姫路工事事務所の所管事項を考慮すれば(18)，担当部署として，
工務第一課と東播海岸出張所を特定したことも妥当といえよう。
（3）国の管理責任といっても，海岸法や同施行令のみで判断するので
はなく，担当部署の権限，担当当事者の職務遂行の実態も加味して判断し
ていると評価できよう。その意味で，防砂板の補修と砂浜の陥没対策をめ
ぐる明石市と姫路工事事務所との具体的なやりとりが，後記の個人として
の具体的注意義務の有無だけではなく，国の管理責任の有無を検討する上
でも意味をもってくる。明石市と国の管理責任を重畳的に認めた決定要旨
②でも同様である。そこで，次の（ⅱ），（ⅲ）の事情も無視し得ない。
3 組織の中の個人の注意義務の判定手法について
（1）次に，前記（ⅱ），および（ⅲ）においては，被告人の地位，職
責(19)，そして，事故に至るまでの被告人らの陥没対策への関与実態（職
務遂行の実態）が記されている。これは，特に決定要旨③（被告人 Aに
ついて），および同④（被告人 Bについて）の具体的な注意義務の内容に
関わるものであるが，前記のように，国の管理責任の判断にも関係がある
というべきである。
手しているかどうかについて特に言及せずに，砂浜全域の安全管理に関する「基本
的責任」があるとすることに肯定的に見える。
(18) 前掲注(12)および前記［4］参照。
(19) 被告人 Aについては，「本件当時，姫路工事事務所工務第一課（中略）の課長
であり，東播海岸を含む兵庫県大阪湾沿岸，播磨沿岸及び淡路沿岸について，海岸
に関する工事の実施計画，同実施設計，同調査，同実施の調整，同施行，監督及び
検査，工事の実施上必要な保安及び危害予防，工事開始から工事完成までの工事用
地の管理に関する事務や海岸の管理に関する事務等の業務に従事していた。」とさ
れ，被告人 Bについては，「本件当時，姫路工事事務所東播海岸出張所（中略）の
所長であり，東播海岸において，同事務所が発注した工事の監督，巡視や小額の補
修工事等を含む海岸保全施設の管理等を行っていた。」と判示されている。
202 専修法学論集 第124号
陥没が発生していたのは，遅くとも平成11年頃からであり（ただし本件
事故のあった東側突堤沿いの北方付近ではなく，南側突堤沿いおよび東側
突堤沿い南端付近のもの），これを把握した明石市は，平成13年1月から
同年4月までの間，3回にわたって，これに対する補修工事を実施してい
る。そして，本件砂浜では，本件事故以前から，東側突堤沿いの南端付近
だけでなくこれより北寄りの場所でも，複数の陥没様の異常な状態が生じ
ていたとされている。その後，市海岸・治水課は，前記補修工事の際，陥
没付近のケーソン目地部の防砂板が破損していることを発見したことなど
から，相当大規模な補修工事が必要となるとして，本件かぎ形突堤を所有
する国に対し，その施行を要請することとし，同年5月17日，東播海岸出
張所長である被告人 Bらに対し，陥没の発生状況や施行した補修工事の
概要等について説明している。そして同年6月15日以降は，市海岸・治水
課と被告人 B，工務第一課課長の被告人 Aなどを交えて，防砂板の破損
の調査および補修工事の実施の対策を重ねるなどしていることが示されて
いる。事故の直前である平成13年12月25日には，市海岸・治水課において，
南側突堤沿いの砂浜および東側突堤沿い南端付近の砂浜の表面に現出した
陥没の周囲を A型バリケードで囲うなどの措置を採っているが，東側突
堤沿いの北方で本件事故が発生している。
（2）本件で被告人らに求められている基準行為は，本件砂浜における
「陥没続発という異常事態」（危険状態）を前提として，本件事故のあった
東側突堤付近を含めて一般人の立入りを制限する措置を採ることであるが，
上記事実関係からは，かかる基準行為を客観的に要求する前提として，安
全対策を実施すべき具体的な関与実態を有していたと言えるであろう。し
たがって，本件事実関係を前提にすれば，被告人らの刑法上の注意義務を
認めた本決定の判断は正当である。
なお，本件事故のあった東側突堤付近を含む地帯に人の立入禁止措置を
することは，実際に講じられた上記バリケードの設置箇所より広域になる
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ため，結果回避措置の「範囲」の観点からは，その付近においても従前か
ら陥没が生じていたことが重要になる。これについては，第1次控訴審以
降において，東側突堤の北寄りの陥没の事実が認定されていることが大き
い。これは予見可能性の対象の問題とも関わるが，予見可能性の結果回避
措置との相関関係を肯定する場合には，予見可能性の程度としては，上記
の結果回避措置を動機付ける程度のものが必要になるというべきであろ
う(20)。防砂板の破損に伴う砂の吸い出しの可能性が認識され，かつ東側
突堤沿いの北寄り陥没の事実につき認識することができたのであれば，本
件事故現場である東側突堤沿いを含む一体への立入りを制限する安全対策
を施すことが動機付けられることになるのである。
Ⅲ 最近の裁判例における段階的思考・組織関係的観察方法
1 最近の裁判例
前記のように，組織体の中の個人の注意義務の判定をするにあたって，
個人の属する組織の注意義務あるいは基準行為を先行して認定するという
手法は，下級審のみならず，最高裁でも見られる。
下級審では，パロマガス湯沸器一酸化炭素中毒死事件(21)において，ま
ずは，湯沸器を製造・販売したパロマ両社に対して安全対策を要求できる
かを検討し，「パ
﹅
ロ
﹅
マ
﹅
両
﹅
社
﹅
としては，パロマが販売したすべての7機種を
対象として，短絡の危険性についての注意喚起を徹底し，把握可能な上記
7機種を点検して，短絡されている器具を回収する措置を行うべきであっ
（た）｣(22)（傍点筆者）というように，組織体の義務があったとした上で，
パロマ両社の関係や組織構造，組織内の被告人の地位や権限を基にして，
被告人の具体的注意義務を導き出している(23)。
(20) 稲垣・前掲注(4)158頁。
(21) 東京地判平成22年5月11日判タ1328号241頁。
(22) 前掲注(21)245頁（「罪となるべき事実」の4項）。
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また，薬害エイズ・厚生省ルート事件最高裁決定(24)においては，生物
製剤課の課長であった被告人の注意義務の有無を論じるにあたり，非加熱
製剤に起因する薬害発生の危険性を記述し，かかる状況下においては，
「薬品による危害発生を防止するため，薬事法69条の2の緊急命令など，
厚生大臣が薬事法上付与された各種の強制的な監督権限を行使することが
許容される前提となるべき重大な危険の存在が認められ，薬事行政上，そ
の防止のために必要かつ十分な措置を採るべき具体的義務が生じたといえ
る」と指摘されている。これは，個人の注意義務以前に，医師や製薬会社
に対する「国の監督権限」を行使すべき状況が先行して認定されていると
評価できる(25)。
さらに，三菱自工製トラックタイヤ脱輪事件最高裁決定(26)では，品質
保証部門の責任者の地位にあった被告人らの結果回避義務を導き出す前に，
三菱自工自体に関わる前提事情として，「中国ＪＲバス事故事案の処理の
時点における三菱自工製ハブの強度不足のおそれの強さや，予測される事
故の重大性，多発性に加え,その当時，三
﹅
菱
﹅
自
﹅
工
﹅
が，同社製のハブの輪切
り破損事故の情報を秘匿情報として取扱い，事故関係の情報を一手に把握
していたこと」（傍点筆者）を挙げている。
2 理論射程
（1）問題となるのは，このように段階的判断，組織関係的観察方法が，
(23) 詳しくは，稲垣・前掲注(10)187頁以下。なお，稲垣「刑事過失責任と不作為
犯論─とりわけ刑法上の製造物過失事例に関連して─」専修大学法学研究所紀要40
『刑事法の諸問題Ⅸ』（2015年）1頁（17頁）以下も参照。
(24) 最決平成20年3月3日刑集62巻4号567頁。
(25) 厚生省ルート事件決定の第1審判決も含めた判断の分析は，稲垣・前掲注(10)
171頁以下。なお，稲垣・前掲注(23)14頁以下。
(26) 最決平成24年2月8日刑集66巻4号200頁。同決定の分析は，稲垣・前掲注
(10)196頁以下，同・前掲注(23)11頁以下。なお，矢野直邦「判解」法曹時報67巻
4号（2015年）249頁（267頁）も，同決定が段階的思考によっているとしている。
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あくまで，①個人の注意義務を導き出すための「思考方法」に止まるのか，
それとも，②個人の注意義務の前提として組織が負担する義務を特定する
ことが実体法上も要求される，と考えるかである。②の場合は，まさしく
「法人の負担する注意義務の自然人への分配」ということになる。この場
合，法人の負担する注意義務を特定することができなければ，個人の注意
義務の検討に入ることができなくなるであろうし，「訴因」や「罪となる
べき」の中に，法人の負う注意義務を記載することが必須になるように思
われる(27)。実際，前述したパロマ事件の東京地裁判決のように，段階的
思考を踏まえた判断が「罪となるべき事実」に示されている事案も見られ
る。
しかし，企業組織体責任論を採用するのであれば格別，そうでないので
あれば，過失結果犯において，法人自体の刑事責任を問うことはできない。
あくまで刑法上の答責性の対象となるのは，組織の中の自然人なのである
から，法人の「実体法上」の注意義務まで認めることは困難であろう。そ
の意味で，この手法は，あくまで①の意味に止まるというべきである(28)。
本事案の被告人 B，C，Dの第2次第1審判決で示された「罪となるべき
事実」の記載でも，段階的思考を反映した記載にはなっていない。
そうだとすると，組織の中の個人の過失責任が問題となるあらゆる局面
において，この手法を取り入れる必然性はない。その理論射程は，なお検
(27) 樋口亮介「注意義務の内容確定基準－比例原則に基づく義務内容の確定」髙山
佳奈子ほか編『山口厚先生献呈論文集』（成文堂，2014年）195頁（256頁以下）は，
段階的思考を使用する場合の，訴因・罪となるべき事実の記載方法について論じて
おり，②の考えに依拠するものと思われる。
(28) 稲垣・前掲注(10)264頁。なお，小林憲太郎「過失犯の成立要件」井田良ほか
編『川端博先生古稀記念論文集（上巻）』（成文堂，2014年）384頁は，刑法の領域
においては，「あくまで個人の注意義務を定めることが最終目標であって，ただ，
当該個人がいわば組織人だった場合には真空の中でその注意義務を定めるのは困難
であることから，まずは組織の負う注意義務のようなものを考え，それを目安にし
つつ個人の注意義務を定めようとするだけである。」と指摘している。
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討する必要があるが，基本的には，ある危険状態を前提に，組織としての
外部措置が問題となる場面や，複数の組織の管理責任が競合する場面で有
用な手法と思われる。前者は，たとえば，欠陥製品のリコールの場面のよ
うに，組織として採るべき外部措置が問題となる局面において，まずは，
組織として採るべき措置を想定し，次いで，その措置の実現に向けた自然
人の注意義務を検討するという形で適用できる。これに対して，後者は，
法益侵害の原因となった物の管理主体が複数存在するような場面が考えら
れる。
（2）本事案は，前述のように，そもそも本件砂浜の管理責任が，国と
明石市のどちらにあるのかが不明確な状況にあったので，本件砂浜を日常
管理していた明石市とは別に，国にも管理責任が重畳的に存在することを
示す必要があった。その意味で，後者の場面というべきであろう。
Ⅳ 結 語
以上検討したように，本事案では，法益侵害の原因となった本件砂浜の
管理責任を負うべき組織が複数考えられる状況において，段階的思考，あ
るいは組織関係的観察方法に基づいて，自然人の具体的な注意義務を導き
出した。その認定手法は，安全対策を講じるべき組織体・部署を特定した
上で，所属する個人の地位，職責，権限，具体的な関与実態などを考慮し
て，その具体的な注意義務を判定するというものである。
私見は，過失犯においては，①結果の発生を前提として因果系列を遡り，
その起因・因果の機序の確定し，②危険回避が可能であり，予見可能性が
認められる危険状況下において，③過大とならない限度で結果回避措置
（基準行為）を確定し，それを行為者に要求できるかどうかを問題にすべ
きと考えている。本件に当てはめれば，①本件砂浜での陥没事故という結
果を踏まえ，②本件事故以前の砂浜での陥没続発という異常事態（危険状
況）の下で，③本件砂浜を管理する複数の主体が，どのような客観的な措
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置を取り得たのかが問われたといえる。本件のような組織関係的観察方法
は，③の結果回避措置の客観的確定手法の1つとして採用されたものと評
価し得る。
組織体の中の個人の不作為的過失責任が問われる機会が増えている近時
の状況を踏まえると，事例判断とはいえ，客観的な観点から注意義務の内
容を確定していく方向性は望ましいものであり，本決定の判断は，おおむ
ね正当なものと言えよう。
（以上）
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